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中
学
校
は
、
戦
後
か
ら
一
貫
し
て
、

３
年
間
の
後
期
義
務
教
育
を
担
う
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
き
た
。

い
か
に
社
会
が
変
化
し
よ
う
と
も
、
今
後
の
中
学
校
教
育
に
お
い
て

大
切
に
し
続
け
た
い
こ
と
は
何
か
。
そ
れ
を
守
る
た
め
に

ど
の
よ
う
な
視
点
で
変
化
を
受
け
止
め
、
進
ん
で
い
け
ば
よ
い
の
か
。

校
長
先
生
の
対
談
と
学
校
の
取
り
組
み
事
例
か
ら
考
え
る
。

「
授
業
」で
生
徒
を
、学
級
を
伸
ば
す　
第

1
回

中
学
校
教
育
の

　
　
不
易
と
流
行
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は
じ
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に
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※選択教科により時数が変動した
※選択教科により時数が変動した

昭和２２年昭和３７年昭和４７年 昭和３６年昭和４６年

3045～3570時間3360時間3535時間

３年間の授業時数

高校進学率（％）

昭和２５年
42.5%

昭和３０年
29,796千人

昭和４０年
70.7%

昭和４９年
90.8%

高校進学率

０～１４歳人口
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●
教
育
基
本
法
・
学
校
教
育
法
公
布

　
●
新
学
制
に
よ
る
小
学
校
・
中
学
校
発
足

　
学
習
指
導
要
領（
試
案
）発
行

●
新
制
高
等
学
校
発
足

●
学
校
給
食
法
公
布

学
習
指
導
要
領
告
示「
系
統
性
の
重
視
」

●
学
級
編
制
の
標
準
を
50
人
か
ら
45
人
に
引
き
下
げ

学
習
指
導
要
領
告
示「
教
育
内
容
の
現
代
化
」　
●
ク
ラ
ブ
活
動
必
修
化

　
◎
大
学
・
短
大
進
学
率
２
割
超
え
る

●
中
央
教
育
審
議
会（
中
教
審
）答
申「
今
後
に
お
け
る
学
校
教
育
の
総
合
的
な
拡
充
整
備
の
た
め
の

◎
大
学
・
短
大
進
学
率
が
３
割
を
超
え
る

●
教
頭
職
の
法
制
化

●
主
任
制
度
の
実
施

基
本
的
施
策
に
つ
い
て
」（
四
六
答
申
）

産業経済の発展、
所得水準の上昇により、

教育に対する国民の熱意が強まる

経済成長に対応した
教育の量的拡大

中
学
校
教
育
の
歩
み

１
９
４
７（
昭
和
22
）年
に
「
６
・
３
制
」
の
新
学
制
が
実
施
さ
れ
て
か
ら
２
０
１
１
年
度
で
64
年
を
迎
え
た
。

中
学
校
教
育
の
変
化
を
、
主
な
出
来
事
と
統
計
デ
ー
タ
か
ら
ま
と
め
た
。
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「授業」で生徒を、学級を伸ばす
第1 回
中学校教育の不易と流行

昭和５６年平成１３年平成２３年

3150時間2940時間
昭和５７年平成１４年平成２４年

3045時間

０～１４歳人口（千人）
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昭和５３年
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11,693千人
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96.4%
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学
習
指
導
要
領
告
示「
ゆ
と
り
と
充
実
」

●
学
級
編
制
の
標
準
を
45
人
か
ら
40
人
に
引
き
下
げ

◎「
校
内
暴
力
」多
発（
年
間
３
５
４
７
件
）

●
教
育
公
務
員
特
例
法
一
部
改
正（
初
任
者
研
修
の
制
度
化
）

●
中
教
審
答
申「
生
涯
学
習
の
基
盤
整
備
に
つ
い
て
」

●
中
教
審
答
申「
新
し
い
時
代
に
対
応
す
る
教
育
の
諸
制
度
の
改
革
に
つ
い
て
」 

●
学
校
週
五
日
制（
月
１
回
）

●
業
者
テ
ス
ト
廃
止

　
◎
大
学
・
短
大
進
学
率
が
４
割
を
超
え
る

●
学
校
週
五
日
制（
月
２
回
）

●
中
教
審
答
申「
21
世
紀
を
展
望
し
た
我
が
国
の
教
育
の
在
り
方
に
つ
い
て
」（
第
１
次
答
申
）

●
中
教
審
答
申「
21
世
紀
を
展
望
し
た
我
が
国
の
教
育
の
在
り
方
に
つ
い
て
」（
第
２
次
答
申
）

学
習
指
導
要
領
告
示「
生
き
る
力
」　
●
部
活
動
、教
育
課
程
外
に

●
中
高
一
貫
教
育
の
制
度
化

●
教
育
改
革
国
民
会
議「
教
育
改
革
国
民
会
議
報
告
〜
教
育
を
変
え
る
17
の
提
案
〜
」　
●
Ｐ
Ｉ
Ｓ
Ａ
２
０
０
０

●
21
世
紀
教
育
新
生
プ
ラ
ン（
レ
イ
ン
ボ
ー
プ
ラ
ン
）

●
確
か
な
学
力
の
向
上
の
た
め
の
２
０
０
２
ア
ピ
ー
ル「
学
び
の
す
す
め
」　
●
完
全
学
校
週
五
日
制

●
Ｐ
Ｉ
Ｓ
Ａ
２
０
０
３

●
国
際
数
学
・
理
科
教
育
動
向
調
査（
Ｔ
Ｉ
Ｍ
Ｓ
Ｓ
）２
０
０
３
結
果
発
表

◎
大
学
・
短
大
進
学
率
が
５
割
を
超
え
る

●
教
育
基
本
法
改
正
　
●
Ｐ
Ｉ
Ｓ
Ａ
２
０
０
６
　
●
教
育
再
生
会
議
設
置

●
教
育
三
法
改
正
　
●
全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査（
悉
皆
調
査
）

●
Ｐ
Ｉ
Ｓ
Ａ
２
０
０
９
　
◎
携
帯
電
話
所
持
率
男
子
44
％
、女
子
56
％

●
全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査（
抽
出
調
査
に
変
更
）

●
国
際
数
学
・
理
科
教
育
動
向
調
査（
Ｔ
Ｉ
Ｍ
Ｓ
Ｓ
）２
０
１
１

◎
新
学
習
指
導
要
領
で
６
年
間
学
ん
だ
児
童
が
中
学
１
年
生
に

学
習
指
導
要
領
告
示「
生
き
る
力
」　
●
国
際
数
学
・
理
科
教
育
動
向
調
査（
Ｔ
Ｉ
Ｍ
Ｓ
Ｓ
）２
０
０
７
結
果
発
表

●
新
学
習
指
導
要
領
施
行
　
●
全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査（
理
科
を
追
加
）　
●
Ｐ
Ｉ
Ｓ
Ａ
２
０
１
２

学
習
指
導
要
領
告
示「
新
し
い
学
力
観
」　
●「
部
活
代
替
制
度
」

●
臨
時
教
育
審
議
会（
臨
教
審
）設
置

◎「
い
じ
め
」多
発（
小
・
中
・
高
校
全
体
の
約
半
数
で
発
生
）

知識集約型産業への転換、
地方分権の進展の中、個性重視の原則、

生涯学習社会への移行。
いじめや不登校の問題が顕在化

個性重視と
変化への対応

知識基盤社会において、
国際社会に生きる日本人としての

資質・能力の重視。
地域・家庭との連携の動き進む

「知の更新」を目指して

国際化が進む中、
公教育への不信感が高まる。

確かな学力と
豊かな人間性の育成を重視

「生きる力」の育成と
総合的な学力の重視

経済の安定成長期。
受験戦争が激化し、

校内暴力の問題が顕在化

安定成長下の
教育の質的向上

＊２０１２（平成２４）年以降の項目・数値は変更の可能性があります


